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ている。その結果、平成 15 年に 34,427 人を計上して以降は徐々に減少傾向を見せは
じめ、平成 24 年には 15 年ぶりに年間 30,000 人を割る値となった。平成 24 年以降、我
が国における年間自殺者数は一貫して減少する傾向にあり、平成 31 年 (令和元年度 )
の速報値では、19,959 人となっている。  
 以上のような数値からは、自殺予防に関する各種制度・政策は効果的に機能している
かのように見える。しかし、上記の数値はあくまで全体の傾向を表したものであり、対象と
なる視点を変えると異なる結果が見えてくる。特に本稿で取り上げる 10 代から 20 代前
半を中心とする学生・生徒等の自殺者数は、全体の傾向にあるような一貫した減少を示
しておらず、平成 24 年から現在に至るまで年平均約 840 名前後で推移している。また、
対象を未成年者に限定した場合においても、同様に一貫した減少とはならず、平成 24


























Ⅰ 自殺者の現状  
⒈ 日本における自殺者の推移 (自殺の全体像 )  




第一の山場は、1954～1960 年の昭和 30 年前後である。1954(昭和 29)年に初めて
年間の自殺者数が 20,000 人を上回ったことを皮切りに、1958(昭和 33)年には年間
図 -1 自殺者数の推移  
※厚生労働省  2016 年度版『自殺対策白書』  






自殺の引き金として機能したのではないかという説を厚生労働省は述べている。 2）  
第一の山場を終え 1965(昭和 40)年以降の高度経済成長期を迎えると、戦争からの
復興及び経済基盤の安定から自殺者は急激に減少し、昭和 40 年代前半では 15,000
人前後で推移 している。しかし、 1970(昭和 45)年からは緩やかな上昇傾向 となり、
1975(昭和 50)年以降は再び 20,000 人前後で推移する形となった。さらに、1982(昭和
57)年から翌年の 1983(昭和 58)年にかけて急激に自殺者が増加し、1986(昭和 61)年
の 25,667 人をピークとする第二の山場を迎えることとなった。厚生労働省は、このような
急激な増加の背景は、1985(昭和 60)年に G5 による米ドル高是正 (プラザ合意 )によって
経済基盤が不安定となったことが要因であると分析している。 3 )  
第二の山場となった昭和 50 年代後半以降は、毎年 20,000 人を超える値での推移
を続けている。1991(平成 3)年に、19,875 人と 20,000 人を下回る数値まで減少したもの
の、その後は上昇を続けている。注目すべき点は、1998～2003 年までの平成 10 年代前
半での急上昇である。1997(平成 9)年の年間自殺者数が 23,494 人であったことに対し、
翌 1998(平成 10)年には 31,755 人が自殺している。これ以降も 30,000 人前後で推移
し、2003(平成 15)年には 32,109 人が自殺する第三の山場を迎えることとなった。第三
の山場を迎える原因となった平成 10 年の急増は、バブル経済の崩壊による余波という
説 4 )が有力であるが、以降もおよそ 10 年にわたって自殺者数が 30,000 人を超えて推移
していることに関する有力な説はなく、今後の分析の課題となっている。このような推移は
2009(平成 21)年まで続き、2010(平成 22)年に 30,000 人を下回って以降は減少傾向
に転じ、2018(平成 30)年には 20,598 人となっている。  
 
⒉ 年齢階級別及び性別に見る自殺者の推移  
 前節では、自殺予防を考えるためのデータとして大きな山場ごとに自殺者数の推移を
示した。では、各時代の年齢階級別の自殺者数はどのようなものであろうか。  
 年齢階級別の自殺者数の長期的推移 5 ) (図 -2 及び図 -3)によると、第一の山場となっ
た昭和 30 年前後では、年間約 20,000 人を超える人々が自殺している。その内約は、





命が男性で 65 歳前後、女性で 70 歳前後であったことに加え、総人口に占める中年層
の割合が 28.５％と現在と比較して少数であったために、自殺者数も少数であったことが
考えられる。  








れ、1983 年からは年間 1,500 人前後が自殺している。このように、中年層の男性自殺者
が急激に増加した理由は 1985 年のプラザ合意による円高ドル安への為替推移を発端





に 1989～1991 年 (平成元年～3 年 )では、45～54 歳の年代において、第二の山場と比
較して 1,000 人程度減少している。しかし、バブル景気の崩壊によって金融危機を迎え
ると中年層での自殺者が再び増加し、1998～2003 年 (平成 10～15 年 )では 45～54 歳
の年代では、年間の自殺者数が 5,000 人を超える値で推移している。55～64 歳の年代
においても、45～54 歳までと同様に、増加傾向が見られ年間 5,000 人前後で推移して
いる。また、女性の自殺者にも同様の変化が見られた。なかでも 75 歳からの女性では、












図 -2 年齢別自殺統計 (男性 ) 図 -3 年齢別自殺統計 (女性 ) 
※厚生労働省  2016 年度版『自殺対策白書』  






⒊ 学生・生徒等における自殺者の推移  
 前節では、自殺の実態を解明すべく昭和 30 年代から現代までの自殺の長期的推移
を時代背景とともに提示してきた。では、学生・生徒等に焦点を絞るとどのような状況が
見えるのであろうか。  
 自殺対策白書 8 )  (図 -4)によると、1978 年の学生・生徒等の自殺者数は 829 人である。
翌 1979 年には 876 人とわずかに増加したものの、1980 年からは 700 人を下回り、中年
層の自殺者が急激に上昇した 1983 年では 675 人となっている。しかし、1986 年には
767 人と、前年の 592 人と比較して急激な増加となっている。この急激な増加の原因は、
「葬式ごっこ」と呼ばれるいじめが学校において流行したことや、アイドルであった岡田有
希子の自殺によって生じた群発自殺が主な原因であると考えられている。 9 )翌 1987 年に
は 562 人にまで減少し、1997 年までは横ばいないし緩やかな上昇という形をとっている。  
 1998 年に入ると前年から自殺者が 200 人程度増加し、818 人となった。2002 年には
673 人に減少したものの、これ以降は増加を続け、2011 年には 1,029 人が自殺してい






のであろうか。年齢別、原因・動機別自殺者数 10 )  (図 -5)によると、2008 年に 611 人であ
った自殺者数は 2009 年、2010 年と 2 年連続して減少したものの、2011 年には 622 人





※厚生労働省  2016 年度版『自殺対策白書』  




















※警察庁  2017 年版『自殺統計』  
 第 7 頁を加工して引用  
※警察庁  2017 年版『自殺統計』  






⒈ 自殺予防の萌芽  
 我が国における自殺予防の出発点は「青少年の自殺問題に関する懇話会」とされて
いる。 12 )当時の我が国では、年間 20,000 人を超える自殺による死亡者が発生したことに
加え、学生・生徒等の自殺者数においても年間 876 人と増加傾向にあった。この事態を
重く受け止めた総理府 (現内閣府 )が「関係省庁連絡会議」を開催し、1979(昭和 54)年
2 月に「青少年の自殺問題に関する懇話会」を発足し、同年 10 月には「子どもの自殺






















⒉ 2000 年以降の自殺予防  
(1)子どもの自殺予防のための取組に向けて (第 1 次報告 )  
 文部科学省では、2006 年に自殺対策防止法が制定されたことを受け「児童生徒の自
殺予防に向けた取組に関する検討会」を発足し、翌 2007 年に「子どもの自殺予防のた
めの取組に向けて (第 1 次報告 )」 13 )を発表している。この報告では、自殺の全数に占め
る割合が比較的少ないことを理由とした青少年期の自殺に対する等閑視を改めるべきと
している。また、自殺予防を未然防止 (prevent ion)、危機対応 ( intervention)、事後対










 また、上記の項目から特に緊急性のある 3 項目と、教員に対する手引き 1 項目を加え
た 4 項目をただちに実施すべき対策としている。以下はその具体的な内容である。  
 
「子どもの自殺に関する実態把握のための体制の整備」  







































 子どもの自殺予防のための取組に向けて (第 1 次報告 )が取りまとめられたことを踏まえ、


















当時の自殺予防教育の実践としては、阪中 (2008) 15 )が 2006 年から 2007 年にかけて
実施した「いのちの授業」がある。いずれも中学生を対象としたもので、中学一年生向け
の内容では生と死について学ぶことで、命の有限性や尊さを実感し、苦しみの中でいの









 2010 年 3 月には、文部科学省は「子どもの自殺が起きたときの緊急対応の手引き」 16 )
を発表した。その内容は、2008 年 3 月に公表された「教師が知っておきたい子どもの自
殺予防」に示されている「不幸にして自殺が起きてしまったときの対応」の具体的な学校










 これに付随する研究として川島ら (2010) 17 )は、2009 年に A 県立総合教育センターに
て、教師を対象に自殺関連行動への対応経験等をアンケートによって調査し、学校で
の自傷・自殺対策の困難さを整理した。参加者総数は不明であったが、有効回答数は



























「子供に伝えたい自殺予防 (学校における自殺予防教育導入の手引 )」 19 )及び「子供の



























教育 4 つのねらい」とし、3 年間の高校生活を通して培うことを目的としている。具体的な
内容としては、1 年生では自殺者の共通する心理や自殺のサイン、Tel l、Ask、Listen、
Keep sa fe の頭文字からなる TALK の原則を知るといった基礎知識の習熟が主な内容















これらを整理したものが表 -1 である。  
 
表 -1 我が国における子どもの自殺予防対策の変遷  
 国における方針  実施された教育及
び研究内容  
特徴・共通点  





相談 、保 護 体 制 の
整備  
群発自殺防止のた


































自 殺 予 防 対 策 マ
ニュアル作成の前
進  





自殺 の兆候 、関 連
機関等の基礎知識
の習得  






自 殺 の原 因 や兆
候 等 の基 礎 知 識
を学 ぶこ と で 、 教
















危 機 への対 応 の
困難さを解明  
ロールプレイによる
命 の危 機 及 び相






療 色 の強 い予 防
教育への傾倒  
2014 年～  教 育 、医 療 、福 祉
等の関係者間での
連携強化  
子 ど も を直 接 の対
象 者 とする自 殺 予
防教育実践への舵
取り  





き る よ う な対 応 方
法の体得  
自 死 遺 族 の体 験
記 を読 む こ と で 、


















 張賢徳 (2012) 23 )は、シュナイドマン (E.Shneidman 2009) 24 )が提唱した自殺企図者にお




























Ⅲ 今後の自殺予防教育実施に対する課題  
1.事例研究 -自殺当事者、遺族の言葉をもとに- 
a.京都府、中学 3 年生の木下学君 (2002)  
図 -7 自殺プロセス (張モデル ) 
※張賢徳  『精神医療と自殺対策』   
精神経誌（ 2012） 114 巻  5 号  
























b.福岡県、中学 2 年生の森啓祐君 (2006)  
 福岡県の三輪中学校に通っていた森啓祐君は、2006 年に自宅わきの小屋で自殺を
図った。 29 )自殺を遂げた当日に学校にてクラスメイトや教員に聞こえるように「死にたい」




 啓祐君へのいじめは小学 5 年生の頃から始まっていた。小学 6 年生になると一時収束
したものの、中学校に入学後、からかいとして「うざい」「死ね」「きもい」等の暴言を言われ
ていたことや登校の際に使用していた自転車のねじを緩めるといったいじめが再び確認




たが「親が心配するから」と口止めをし、遂には「お母さん  お父さん  こんなだめな息子で
ごめん  今までありがとう。いじめられて、もう生きていけない。」 30 )「遺言  お金はすべて学
校に寄付します。うざい奴等はとりつきます。さよなら」 31 )「いじめが原因です。いたって本











c.神奈川県、高校１年生の小森香澄さん (1998)  
 小森美登里 (2012) 33 )の一人娘であった香澄さんは、1998 年 7 月 25 日に 15 歳の若
さでこの世を去った。進学した高校は、県内でも有名な吹奏楽部の強豪校であり、中学
生の間も吹奏楽部に所属していた香澄さんにとって、生きがいとなり得る場所であった。  

































d.『いじめ・自殺・遺書』における事例 (1985～1994)  
 子どものしあわせ編集部 (1995) 35 )による『いじめ・自殺・遺書』は、1985 年から 1994 年
までに自殺した子どもたちの遺書を紹介している。紹介されている遺書は全国の小学校






このはんとし、いじめられた。ちょっと、むこうにいってくる。 (原文ママ )」 36 )と書き記した小
学 6 年生や「もうともだちのいうとおりにされるのはいやだ。でも、おかあさんおとうさんにそ
うだんすれば、まだともだちとつきあっているからおこられる。でもがっこうへいけばともだち
がいる。もうしにたい。」 37 )と書き記した中学 2 年生、「負け犬でこうかいした方が、今の高

















































































































































 文部科学省 40 )によると、フリースクールとは、不登校の子どもに対し、学習活動、教育
相談、体験活動などを実施する民間の施設を指すものである。規模、活動内容は運営





表 -2 フリースクールと適応指導教室の相違点  
 フリースクール  適応指導教室  
総数  474(平成 27 年度 )  1295(令和元年度 )  
実施主体  NPO 法人などの民間団
体  
市町村などの公的機関  
対象者  小学校低学年から 20 歳
前後  
義務教育対象者  
目標  利用者の社会的自立  学校への復帰  














者数 856 名のうち、大学生が最多の 387 名、次いで高校生 266 名、中学生 101 名、














 児童館は児童福祉法第 40 条に規定された児童厚生施設の 1 つである 44 )。その目的
は健全な遊びの場を地域において提供することで、児童 (18 歳未満の者 )の健全な心身


















 第二に、小学 4 年生から高校生までを対象とした運営方針の話し合いである「子ども
会議」がある。「Big Voice」と比較すると参加条件は限られるが、開催頻度が月 1～2 回
と多く、子どもたちの考えをより反映しやすくなっている。  
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